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経　済

指示があるまで中を開いてはいけません。

途中で退室する場合………本試験種目終了後の問題集の持ち帰りを　　　　希望しない

専門（多肢選択式）試験問題
注　意　事　項

1．問題は 46 題（48 ページ）あります。
問題は必須問題 31 題（No. 1 ～No.31）と選択問題 15 題（No.32～

No.46）に分かれています。選択問題については任意の 9題を解答し、
必須問題と合計して 40 題を解答してください。
なお、選択問題については、 9 題を超えて解答しても超えた分につ
いては採点されません。

2．答案用紙の解答欄のうち、「選択」の欄にはマークしないでください。

3．解答時間は 3 時間 30分です。

4．この問題集は、本試験種目終了後に持ち帰りができます。

5．本試験種目の途中で退室する場合は、退室時の問題集の持ち帰りはで
きませんが、希望する方には後ほど渡します。別途試験官の指示に従っ
てください。なお、試験時間中に、この問題集を切り取ったり、転記し
たりしないでください。

6．下欄に受験番号等を記入してください。
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【No. 1】 ある消費者は、一定の所得の下、効用が最大となるように X財と Y財の消費量を決め

る。この消費者の効用関数は以下のように与えられる。

u= xy

（u：効用水準、x：X財の消費量、y：Y財の消費量）

当初、この消費者の所得は 60であり、X財の価格は 5、Y財の価格は 10であった。

いま、X財の価格は変化せず、Y財の価格が 40に上昇したとする。このとき、この消費者が Y財 

の価格上昇前と同じ効用水準を達成するために必要な所得の増加分として最も妥当なのはどれか。

1．  30

2．  60

3．  90

4． 120

5． 240
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【No. 2】 ある消費者は、所得の全てを T= 1，2の 2期間で支出し、その効用関数は以下のよう

に与えられる。

U（C1，C2）= u（C1）+
1

1

t+
u（C2）

ここで、Uは 2期間を合わせた効用水準であり、各期の効用の和で表されている。各期の効用関数 

uについて、消費の限界効用は正で、限界効用は逓減するものとする。また、C1（2 0）は T= 1

における財の消費量、C2（2 0）は T= 2 における財の消費量、t（2 0）は主観的割引率を示す。消

費財の種類は 1種類で、両期間を通じてその価格は 1であるとする。なお、各期の消費財は上級

財であるとする。

この消費者は、T= 1 において Y1 の所得を得ることができるが、T= 2 において所得はゼロで

あり、T= 1 における所得の一部を貯蓄して T= 2 における消費に充て、効用を最大化するもの

とする。また、貯蓄は、利子率 r（2 0）で運用されるものとする。

いま、他の条件が一定の下で利子率 rが上昇したとする。このときの C1 及び C2 の変化の組合

せとして最も妥当なのはどれか。

C1 C2

1．必ず減少する。 必ず減少する。

2．必ず減少する。 増加も減少もあり得る。

3．増加も減少もあり得る。 増加も減少もあり得る。

4．増加も減少もあり得る。 必ず増加する。

5．必ず増加する。 必ず増加する。
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【No. 3】 労働を供給することで得た賃金を全て使って 1種類の財を消費する消費者（労働者）を

考える。この消費者の効用関数は以下のように与えられる。

u（c，l）=-l- e-c

ここで、c（F 0）は財の消費量、l（F 0）は労働の供給量である。また、eは自然対数の底である。

財の価格を 1とし、時間当たりの賃金を w（F 1）とすると、この消費者の予算制約式は

c= wl

である。

よって、この消費者の労働供給関数を求めるためには、効用関数に予算制約式を代入して得られ

る lの関数

f（l）= u（wl，l）=-l- e-wl

を lについて最大化すればよい。

このとき、以下の文章の Ａ 及び Ｂ に当てはまるものの組合せとして最も妥当な

のはどれか。

・この消費者の労働供給関数は Ａ であり、労働供給量 lは wについて、w1 Ｂ  

では単調増加となり、w2 Ｂ では単調減少となる。

なお、指数関数の微分は、 e ax- l] g =-ae-ax（aは定数）、自然対数の微分は、 log x
x

1
e =l] g 、関数 

f（x），g（x）について、その商の微分は、
g x

f x

g x

f x g x f x g x
2

=
-l l le ]] ] ]

] ]
] ]gg o g g

gg
g g

となることを用いても

よい。

Ａ Ｂ

1．l
log

w

we
= e

2．l
log

w

we
= e2

3．l
log

w

w1 e
=

+
2

4．l
log

w

w1 e
=

+
e- 1

5．l
log

w

w1 e

2
=

-
e
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【No. 4】 ある企業の費用関数は以下のように与えられる。

C（x）= x3- 2x2+ 10x+ 36

ここで、x（2 0）は生産量を表し、固定費用は全てサンクコストであるとする。

この企業がプライス・テイカーとして行動するとき、⑴損益分岐価格と⑵生産中止価格（操業停

止価格）の組合せとして最も妥当なのはどれか。

⑴ ⑵

1． 25 25

2． 25  9

3． 16  9

4． 16  4

5．  9  4
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【No. 5】 企業Ａと企業Ｂが、差別化された自社製品を固定費用、限界費用ともにゼロで生産でき

るものとする。企業 i（i= A，B）は、自社製品の価格 piを選んで価格競争をしている。企業 iの製

品への需要 xiは、以下のように示される。

xA（pA，pB）= 14- 2pA+ pB

xB（pA，pB）= 14- 2pB+ pA

いま、各企業の自社製品について、企業Ａが先導者として価格を決定した後に企業Ｂが追随者と

して価格を決定するとき、部分ゲーム完全均衡経路における企業Ｂの自社製品の価格 pBとして最

も妥当なのはどれか。

1．
5

14

2．
2

7

3．
9

38

4．
3

14

5．
4

19
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【No. 6】 公共財と私的財の2種類の財を消費する2人の消費者Ａ、Ｂを考える。消費者 i（i=A，B）

の効用関数 uiは以下のように与えられる。

u G x2i i ii= +

ここで、G（F 0）は 2人に共通の公共財の消費量、xi（F 0）は消費者 iの私的財の消費量であり、

パラメータ ii（2 0）は消費者 iの私的情報とする。また、消費者 iの私的財の初期保有を xiとする。

ただし、xiは十分に大きいものとする。また、 1単位の私的財から公共財を 1単位生産すること

ができるものとする。

ここで、次のメカニズムを考える。まず、各消費者に自分のパラメータを申告させる。ただし、

各消費者は正直に申告するとは限らない。次に、消費者Ａが AiV（2 0）を申告し、消費者Ｂが 
BiV（2 0）を申告した場合には、各消費者はそれぞれ、

A B

2 2

i i+_ _i iV V
だけの私的財を公共財の生産のために提供し（公共財の生産に必要なもの以上の私的財を提供する

こともあり得る。）、

,G A B A B

2

i i i i= +_ _i iV V V V
だけの公共財が生産される。

2人が提供する私的財の合計から公共財の生産量を引くと、

2 0A B A B A B

2 2 2 2

Fi i i i i i+ - + = -`_ _ _ _i i j i iV V V V V V
となるので、 2人が提供した私的財で公共財の生産を賄うことができる。また、提供された私的

財のうち、公共財の生産に使われなかった私的財は廃棄されると仮定する。このとき、消費者 iは、

A B

2

i i+_ iV V 単位の公共財と xi A B

2 2

i i- -_ _i iV V 単位の私的財を消費することになる。

このメカニズムの下では、他の消費者の申告に関係なく、自分の真のパラメータを正直に申告す

ることが最適な選択となる。自分のパラメータを過少に申告するのが望ましくないことは、消費者

Ｂの任意の申告 BiV を所与として、消費者Ａが真のパラメータ iAよりも f（2 0）だけ小さい値

0A A 2i i f= -V を申告した場合の消費者Ａの効用から、消費者Ａが真のパラメータ iAを申告し

た場合の消費者Ａの効用を引いたときの差を計算することによって確認することができる。この差

として最も妥当なのはどれか。

1．-f2

2．-2f2

3．-fiA

4． Bfi- V
5． A Bf i i- +_ iV
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【No. 7】 ある企業が労働者を 1人だけ雇用しており、企業の売上げは、労働者が努力するかど

うかに依存している。労働者が努力する場合は、企業の売上げは確率 0.5 で yG、確率 0.5 で yB

となる。労働者が努力しない場合には、企業の売上げは確率 1で yBとなる。ただし、01 yB1 yG

とする。また、努力する場合、労働者が負担するコストは c（2 0）で、努力しない場合、そのコス

トはゼロとする。

労働者の効用は以下のように与えられ、労働者は期待効用を最大化するように行動する。

　努力する場合

努力しない場合
c-

u
w

w　　
= *

ここで、uは効用で、wは報酬である。

労働者は、この企業で働いたときの期待効用が u（2 0）を下回る場合には、この企業で働かず、

そのときの企業の売上げはゼロとなる。雇用主は労働者が努力するかどうかは観察できないが、企

業の売上げは観察できる。企業の売上げが yGのときの労働者の報酬を wG、売上げが yBのときの

報酬を wBとすると、労働者がこの企業で働き、かつ努力するための条件は以下の二つの式で与え

られる。

0.5 wG + 0.5 wB - cF wB　　　⑴

0.5 wG + 0.5 wB - cF u  ⑵

雇用主は、⑴と⑵の制約の下で wG，wBを選び、企業の期待利潤

0.5（yG- wG）+ 0.5（yB- wB）

を最大にすることを考えている。ここで、UG= wG、UB= wB とおくと、⑴と⑵はそれぞれ、

0.5（UG- UB）F c 

0.5（UG+ UB）F u + c　　　

と書き直せるので、雇用主は と の制約の下で、企業の期待利潤

0.5（yG-（UG）2）+ 0.5（yB-（UB）2）

の最大化、すなわち

（UG）2+（UB）2　　　

の最小化を UG，UBについて行えばよいことになる。

このとき、雇用主が選ぶべき報酬の組合せ（wG，wB）として最も妥当なのはどれか。
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なお、 と の制約式の境界線及び を定数としたものは図のように表される。

UB

0.5（UG+ UB）= u + c

0.5（UG- UB）= c
（UG）2+（UB）2=定数

u c2 +] g

2c0 UGu c2 +] g

1．（wG，wB）=（（u + 2c）2，u
2）

2．（wG，wB）=（（u + c）2，u
2）

3．（wG，wB）=（0.5yG，0.5yB）

4．（wG，wB）=（0.5yG +（u + 2c）2，0.5yB + u
2）

5．（wG，wB）=（0.5yG +（u + c）2，0.5yB + u
2）
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【No. 8】 あるテーマパークの料金体系について考える。このテーマパークには四つのアトラク

ションがあり、来園者はただ 1人であるとする。この来園者は各アトラクションを 1回しか利用

しないものとし、利用するアトラクションの数とWTP（willingness to pay の略で、ここまでな

ら支払ってもよいという限度額）の関係は以下の表で示される。

利用するアトラクションの数 1 2 3 4

WTP 950 円 1500 円 1750 円 1900 円

ただし、テーマパーク側の費用は、アトラクションを動かす費用のみであり、一つのアトラクショ

ンを動かす費用は、どのアトラクションについても 180 円で同一である。

いま、以下の二つの料金体系を考える。

入園料 アトラクション一つ当たりの利用料金

料金体系Ａ 850 円 300 円

料金体系Ｂ 1100 円 200 円

来園者は、アトラクションを一つ以上利用し、入園料のほか、アトラクションの利用料金を支払う

ものとする。また、来園者は、自分のWTPからテーマパークにおける総支払額を引いたものが

最大になるように行動すると仮定する。

このとき、料金体系Ａにおけるテーマパーク側の利潤（rA）と料金体系Ｂにおけるテーマパーク

側の利潤（rB）の組合せとして最も妥当なのはどれか。

rA rB

1． 1090 円 1140 円

2． 1090 円 1160 円

3． 1210 円 1140 円

4． 1210 円 1160 円

5． 1330 円 1180 円
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【No. 9】 海外部門の存在しない以下のマクロ経済モデルを考える。

Y = C+ I+ G

C= 50+ 0.75Y

 I = 200- 1000r

P

M
= 100+ 0.25Y- 1000r

Y：国民所得、C：消費、I：投資、G：政府支出、r：利子率

M：名目貨幣残高、P：物価水準（ ）
ここで、G= 100、P= 1、M= 350 とする。

いま、財政政策に伴って政府支出 G が 30だけ増加したとする。このとき、クラウディングア

ウトによる投資 I の減少分として最も妥当なのはどれか。

1．  5

2． 10

3． 15

4． 30

5． 60
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【No. 10】 海外部門の存在しない以下のマクロ経済モデルを考える。

財市場均衡条件：Y= C+ I+ G

消費関数：C= 4+ 0.7Y

投資関数：I= 15- 20r

政府支出：G= 3

貨幣市場均衡条件：
P

M
= L

名目貨幣供給量：M= 100

実質貨幣需要：L= 0.5Y- 50r

（Y：実質国内総生産、r：利子率、P：物価水準）

また、この経済は常に完全雇用の状況にあるとし、完全雇用における実質国内総生産を 60とする。

いま、この状況において名目貨幣供給量が 20だけ増え、M= 120 になったとする。この変化

に伴い物価が変化する量を DP、利子率が変化する量を Drとする。DPと Drの組合せ（DP，Dr）と

して最も妥当なのはどれか。

1．（DP，Dr）=（-1，-0.2）

2．（DP，Dr）=（0，0.1）

3．（DP，Dr）=（1，0）

4．（DP，Dr）=（2，0）

5．（DP，Dr）=（2，0.1）
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【No. 11】 2 期間（第 1期、第 2期）のライフサイクルモデルを考える。経済主体の効用関数は以

下のように与えられる。

U（c1，c2）= c1c2

（c1：第 1期における財の消費量、c2：第 2期における財の消費量）

このモデルでは、第 1期の消費にのみ税がかかる。第 1期における財の税抜価格を 1単位当た

り 1、消費税の税率を tとすると、財の税込価格は 1単位当たり 1+ tとなる。第 2期の消費に

は税はかからず、第 2期における財の価格を1単位当たり1とする。また、経済主体は、第1期に 

所得 y1= 400、第 2期に所得 y2= 220を得る。お金を貸し借りする際につく金利を10％（= 0.1） 

とする。

この経済主体は予算制約の下、効用を最大にするように消費を決めるとする。このとき、第 1  

期における財の消費量 c1 として最も妥当なのはどれか。

1． 
t1

300

+

2． 
t1

400

+

3． 300（1- t）

4． 400（1- t）

5． 400（1+ t）
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【No. 12】 自然失業率仮説に従うある経済における短期のフィリップス曲線は以下のように示され

る。

r= re- 2u+ 12

ここで、rはインフレ率、reは期待インフレ率、uは失業率とし、これらの値は全てパーセント表

示である。

この経済において、Ｘ年の失業率は自然失業率より 1だけ高い水準であるとする。すなわち、

自然失業率を u＊とすると、Ｘ年の失業率は u= u＊+ 1 で示される。また、Ｘ年における期待イ

ンフレ率 reは 5であるとする。

このとき、Ｘ年におけるインフレ率として最も妥当なのはどれか。

1． 3

2． 4

3． 5

4． 6

5． 7
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【No. 13】 貨幣数量説の枠組みで考える。ある国のある年における名目GDPは 600 兆円であり、

その年の名目貨幣供給量は 200 兆円であった。

いま、貨幣の流通速度が一定の下、10年後に実質GDPが 1.5 倍に成長し、名目貨幣供給量は

360 兆円になった。このとき、10年間の物価上昇率として最も妥当なのはどれか。

1． 12％

2． 15％

3． 20％

4． 25％

5． 30％
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【No. 14】 政府と中央銀行を一つの政府セクターとしたときの、政府セクターの予算制約式を考え

る。中央銀行の収入である通貨発行益（シニョレッジ）は、租税と共に政府セクターの収入となる。

ここで、政府セクターの予算制約式は以下のように示されるとする。

B T
P

H H
G i B1t t

t

t t
t t1

1
+ +

-
= + ++

+ ] g
ただし、Btは t期の国債発行残高、Ttは t期の税収、Htは t期のハイパワードマネー（マネタリー

ベース）、Ptは t期の物価水準、Gtは t期の政府支出、iは国債の利子率である。また、この式に

おいて、通貨発行益の実質値は、ハイパワードマネーの増加分を物価水準で割った値に等しいと考

える。

ここで、G0= T0= 100、B0= H0= 1000、i= 0.1 とする。貨幣数量説のケンブリッジ方程

式が毎期成立しており、マーシャルの kは 1、実質国民所得は 600 で一定であるとする。さらに、

貨幣供給量のハイパワードマネーに対する比率を表す貨幣乗数は毎期 1.2 であるとする。

このとき、B1= 1000（すなわち、 1期の国債発行残高が 0期から変化しなかった）とすると、

1期におけるハイパワードマネー H1 の値として最も妥当なのはどれか。

1． 1000

2． 1050

3． 1100

4． 1150

5． 1200
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【No. 15】 以下の閉鎖経済のモデルを考える。

財市場均衡条件：Y= C+ I+ G

消費関数：C= 2+ 0.5Y

投資関数：I= 5- 100r

政府支出：G= 1

ここで、Yは実質国内総生産、rは実質利子率である。この経済においてインフレ率 rは期待イン

フレ率と一致しており、r= 0.02 である。

いま、中央銀行がこの経済において名目利子率を i= 0.03 に設定したとする。このときの均衡

実質国内総生産 Y＊の値として最も妥当なのはどれか。

1． 10

2． 14

3． 16

4． 18

5． 22
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【No. 16】 ある国の生産関数は以下のように与えられる。

Y AK L3
1

3

2

=

ここで、Yは国内総生産、Aは技術水準、Kは資本ストック、Lは労働人口である。

このとき、この国の国内総生産に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを全て挙げている

のはどれか。ただし、技術進歩率とは技術水準の増加率、経済成長率とは国内総生産の増加率を示

すものとする。

Ａ．技術進歩率が 1％、資本ストックの増加率が 2％、労働人口の増加率が 3％のとき、経済

成長率は 6％となる。

Ｂ．技術進歩率が 1％、資本ストックの増加率が 2％、労働人口の増加率が 2％のとき、経済

成長率は 3％となる。

Ｃ．技術進歩率が 2％、資本ストックの増加率が 1％、労働人口の増加率が 4％のとき、労働

人口 1人当たり国内総生産の増加率は 4％となる。

Ｄ．技術進歩率が 2％、資本ストックの増加率が 4％、労働人口の増加率が 1％のとき、労働

人口 1人当たり国内総生産の増加率は 3％となる。

1．Ａ、Ｃ

2．Ａ、Ｄ

3．Ｂ

4．Ｂ、Ｃ

5．Ｂ、Ｄ
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【No. 17】 ある財の市場の需要関数と供給関数が以下のように与えられる。

d= 1800- 25p

s= 55p- 3000

（d：需要量、s：供給量、p：価格）

この財に 10％の従価税が課されるとき、市場均衡における取引量として最も妥当なのはどれか。

1． 100

2． 200

3． 300

4． 400

5． 500
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【No. 18】 ある財の市場における家計、企業及び政府の三つの経済主体を考える。完全競争の仮定

の下で、政府により、納税義務者を企業として従量税が課された場合に関するＡ～Ｄの記述のうち、

妥当なもののみを挙げているのはどれか。

Ａ．供給曲線が右上がり、需要曲線が右下がりの形状であるとき、課税による消費者余剰の減少

分と生産者余剰の減少分の合計は、政府の税収を上回っている。

Ｂ．供給曲線が右上がり、需要曲線が右下がりの形状であるとき、課税後の消費者余剰と生産者

余剰の合計は、政府の税収を上回っている。

Ｃ．供給の価格弾力性が無限大であり、また、需要曲線が右下がりの形状であるとき、課税後に

家計が直面する価格は上昇するとともに、租税負担は全て家計が負う。

Ｄ．需要の価格弾力性がゼロであり、また、供給曲線が右上がりの形状であるとき、課税後に家

計が直面する価格は上昇するものの、租税負担は全て企業が負う。

1．Ａ、Ｃ

2．Ａ、Ｄ

3．Ｂ、Ｃ

4．Ｂ、Ｄ

5．Ｃ、Ｄ
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【No. 19】 我が国の財政制度に関するＡ～Ｅの記述のうち、妥当なもののみを全て挙げているのは

どれか。

Ａ．間接税とは、納税義務者と担税者が一致することを立法者が予定している税のことであり、

消費税や酒税、たばこ税、相続税などがこれに該当する。このうち、消費税についてみると、

小売段階の取引に対してのみ課税が行われ、生産や卸売の段階の取引に対しては課税が行われ

ない。

Ｂ．財政法第 4条第 1項ただし書は、公共事業費、出資金及び貸付金の財源に充てる場合にの

み公債を発行し又は借入金をなすことができると定めており、この規定により発行される国債

を、一般に赤字国債という。また、公共事業費の範囲については、毎会計年度、国会の議決を

経なければならない。

Ｃ．会計年度独立の原則は、財政法第 12条で規定され、ある会計年度の支出（歳出）は、当該会

計年度の収入（歳入）によって賄われなければならないという原則である。また、予算の単年度

主義は、憲法第 86条で規定され、予算は毎会計年度これを作成し、国会の議決を経なければ

ならないという考え方である。

Ｄ．工事、製造その他の事業で、完成に数年度を要するものについて、経費の総額及び年割額

（毎年度の支出見込額）を定め、あらかじめ国会の議決を経て、数年度にわたって支出するもの

を継続費という。

Ｅ．地方交付税は、税源の偏在からくる地方団体間の財政力格差を調整する機能と、財政力の弱

い地方団体であっても一定水準の行政サービスを行うことができるよう、必要な財源を保障す

る機能を持つ。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｄ

3．Ｂ、Ｃ、Ｅ

4．Ｃ、Ｄ、Ｅ

5．Ｄ、Ｅ
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【No. 20】 我が国の財政事情に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはどれ

か。

Ａ．令和 5年度の一般会計当初予算についてみると、その規模は、新型コロナウイルス感染症

対策予備費が廃止された一方で、防衛関係費などが増加したことから、前年度に続き 110 兆

円を上回っている。また、令和 5年度の一般会計当初予算のうち、地方交付税交付金等につ

いてみると、デジタル化や脱炭素化の推進等に対応するために 25兆円以上が確保されている。

Ｂ．令和 5年度の一般会計当初予算における歳出のうち、社会保障関係費についてみると、薬

価改定の実施により、実勢価格の下落を反映して国民負担を軽減するなどの取組により、前年

度からの増加額は 1兆円を下回っている。

Ｃ．令和 5年度の一般会計当初予算における歳出のうち、防衛関係費についてみると、防衛力

を抜本的に強化するために、防衛力強化資金として 7兆円以上を税収から新たに確保したこ

となどの影響により、防衛力強化資金繰入れを含めた額は前年度と比較して 3倍以上となっ

ている。

Ｄ．令和 5年度の一般会計当初予算における歳入のうち、租税及び印紙収入についてみると、

前年度と比較して、所得税や消費税などが増加したことから、約 70兆円となっている。また、

公債金についてみると、前年度と比較して建設公債が増加した一方、赤字公債が減少した結果、

公債金全体では 1兆円以上減少している。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ

3．Ａ、Ｄ

4．Ｂ、Ｃ

5．Ｂ、Ｄ
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【No. 21】 2 財（私的財と公共財）と 2個人（Ａ、Ｂ）からなる経済において、各個人の効用は 2財

の消費量に依存する。 2人の効用関数は同一であり、以下のように与えられる。

u= xz

（u：効用水準、x：私的財の消費量、z：公共財の消費量）

個人Ａ、Ｂは当初、私的財だけを持っており、その保有量は、個人Ａが 12、個人Ｂが 8である。

この経済においては、政府が 2個人から私的財を徴収し、それを全て用いて公共財を生産する

ものとする。その生産関数は以下のように与えられる。

z= 4y

（y：私的財の量、z：公共財の量）

この経済のリンダール均衡における公共財の生産量として最も妥当なのはどれか。

1． 12

2． 20

3． 40

4． 48

5． 60
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【No. 22】 我が国の物価関連の指標や政策に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを挙げて

いるのはどれか。

Ａ．内閣府「国民経済計算」によりGDPデフレーターの動向をみると、2021 年度は、国内需要

に係るデフレーターが上昇したことに加え、輸入に係るデフレーターも上昇したことから、

GDPデフレーターの前年度比は 2020 年度よりもプラス幅が大きくなった。2022 年度にお

いてもこうした傾向は続き、GDPデフレーターの前年度比は 2021 年度に引き続きプラスと

なった。

Ｂ．日本銀行「企業物価指数」により輸入物価指数の動向をみると、2022 年 1月から 12月まで

の各月における輸入物価指数の前年同月比は、契約通貨ベースよりも円ベースの方が、プラス

幅が大きかった。これは、2022 年を通じて、ドル円相場などが前年同月比で円安傾向で推移

したことによる。

Ｃ．総務省「消費者物価指数」により消費者物価の動向をみると、2022 年 1月から 12月までの

各月において、サービス消費の旺盛な需要を背景に、前年同月比で財よりもサービスの方がプ

ラス幅が大きかった。同指数のうち、エネルギー（ガソリン・電気代等）については、2022 年

前半は前年同月比プラスで推移したが、2022 年後半は、電気・ガス価格激変緩和対策事業の

実施の効果などもあり、前年同月比マイナスで推移した。

Ｄ．「経済財政運営と改革の基本方針 2023」では、マクロ経済運営に関して、輸入物価上昇を起

点とした外生的な物価上昇から、賃金上昇やコストの適切な価格転嫁を伴う「賃金と物価の好

循環」を目指し、下請取引適正化を始めとする中小企業の価格転嫁対策、最低賃金の継続的引

上げに向けた環境整備、適切な労働市場改革等を進めることとされた。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ

3．Ｂ、Ｃ

4．Ｂ、Ｄ

5．Ｃ、Ｄ
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【No. 23】 我が国の経済の状況に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはど

れか。

Ａ．内閣府「国民経済計算」の制度部門別純貸出（+）/純借入（-）により、家計部門の貯蓄・投資

バランスについて実額（年度）でみると、2014 年度から 2019 年度にかけて、貯蓄超過幅が縮

小傾向で推移した。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う政策対応の影響

で家計所得が減少したこと等により、当該バランスは 2020 年度には投資超過となった。

Ｂ．内閣府「国民経済計算」の制度部門別純貸出（+）/純借入（-）により、政府部門の貯蓄・投資

バランスについて実額（年度）でみると、リーマンショックによる景気後退とそれに伴う大規模

な経済対策の実施等により、2009 年度は 2008 年度よりも投資超過幅が拡大したが、2010

年度から 2018 年度にかけて、投資超過幅は縮小傾向で推移した。

Ｃ．経常収支のうち、貿易収支について年度ベースでみると、東日本大震災の影響で鉱物性燃料

の輸入が拡大したこと等により、2011 年度から 2012 年度にかけて、赤字で推移したが、

2013 年度には黒字に転じた。また、2013 年度から 2022 年度にかけて、貿易収支の黒字幅

が拡大傾向で推移し、経常収支の黒字の主因となっていた。

Ｄ．経常収支のうち、サービス収支について年度ベースでみると、訪日外国人旅行者数の増加等

により、2013 年度から 2017 年度にかけて、赤字幅が縮小傾向で推移した。また、2020 年

度と 2021 年度についてみると、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外国人の入国制

限等の影響により、サービス収支の赤字幅が両年度とも、前年度と比べて拡大した。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ

3．Ａ、Ｄ

4．Ｂ、Ｃ

5．Ｂ、Ｄ
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【No. 24】 我が国の労働経済に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．労働力人口について 2013 年以降でみると、2019 年までは緩やかな増加傾向で推移していた

が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により 2020 年以降は減少が続き、2022 年で

は 5100 万人を下回っている。また、労働力人口を男女別にみると、2020 年以降の女性の労働

力人口の減少が顕著であり、2022 年は 1700 万人を下回っている。

2．総務省「労働力調査（詳細集計）」により 2013～2022 年についてみると、正規の職員・従業員

数は減少傾向にある一方、非正規の職員・従業員数は一貫して増加しており、2022 年は約

3600 万人となっている。また、「25～34歳」の非正規の職員・従業員の割合は、2020～2022

年において急速に上昇している。

3．完全失業率について 2013 年以降でみると、低下傾向で推移していたが、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大の影響により、2020～2022 年では 3年連続で上昇し、2022 年では 3.5 ％

を超える水準となっている。また、2020～2022 年についてみると、女性の完全失業率は毎年、

男性のそれを 0.5 ポイント程度上回っている。

4．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により 2022 年における男女別の賃金カーブをみると、男

性では年齢階級が高くなるにつれて賃金が高くなっていくが、60歳台の年齢階級では「55～59

歳」と比較すると賃金の下降がみられる。女性についても、男性と同様に一定の年齢階級までは、

年齢階級が高くなるにつれて賃金が高くなる傾向がみられるが、男性よりも賃金カーブの形状は

緩やかである。

5．厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」によると、賃上げ率は 2012～2022 年

では 1.5 ％を下回る水準で推移しているものの、2019 年以降は 4年連続で前年を上回ってい

る。2023 年については、政府による積極的な賃上げ要請の影響もあり、賃上げ率はここ 10年

間では最高の約 2.5 ％となっている。
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【No. 25】 欧米の物価や金融政策の動向に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．米国の消費者物価上昇率（総合、前年同月比）をみると、2021 年は 2～3％程度で推移してい

たが、2022 年の半ばから当該上昇率が大きくなり、2023 年 5月には 10％を超えている。ま

た、当該上昇率の寄与度についてみると、2023 年初頭ではエネルギーの寄与度が最も大きく

なっている。

2．ユーロ圏の消費者物価上昇率（総合、前年同月比）についてみると、ロシアのウクライナ侵攻に

伴うエネルギー価格の高騰を受けて、2022 年初頭以降、ほぼ一貫して当該上昇率が大きくなっ

ており、2023 年 5月には 12％を超えている。一方、英国についてはその影響は比較的小さく、

2022 年初頭から 2023 年 5月時点までの消費者物価上昇率（総合、前年同月比）は、 3～5％程

度となっている。

3．原油価格（WTI）は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による世界経済の低迷を受

けて、2021 年を通じて下落傾向が顕著であり、2021 年末には 1バレル 50ドルを下回ってい

た。しかし、2022 年のロシアのウクライナ侵攻を契機として上昇に転じた後、ほぼ一貫して上

昇が継続し、2023 年 5月時点では 1バレル 120 ドルに達している。

4．近年の世界的なインフレの高進に対して、各国・地域の中央銀行は機動的な対応を実施した。

米国連邦準備制度理事会（FRB）は、2022 年前半に政策金利の引上げを開始し、0.75 ％ポイン

トの大幅な引上げを複数回実施するなどした。その結果、2023 年 6月時点の政策金利の誘導目

標の上限は 5％を超えている。

5．欧州中央銀行（ECB）は、リーマンショックによる経済の混乱がほぼ終息した 2011 年以降、

長期間にわたり政策金利をゼロに据え置いた後、2021 年初頭に政策金利の引上げを開始した。

その後、ロシアのウクライナ侵攻に伴う食料やエネルギー価格の高騰に際して、金利引上げの

ペースを加速化した結果、2023 年 6月には政策金利は 8％に達している。
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【No. 26】 東南アジア諸国及びインドに関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを全て挙げて

いるのはどれか。

Ａ．タイは、東南アジア諸国の中では比較的産業化が遅れていたが、1990 年代半ばから 2000

年代前半にかけて、実質GDP成長率が毎年 10％を超える急速な経済成長を遂げた。また、

合計特殊出生率が高く、人手が余る傾向にあるため、近年、若年層を中心に失業率が高くなっ

ており、2021 年及び 2022 年の全体の失業率は 8％を超えている。

Ｂ．インドネシアは、2021 年時点の人口が、東南アジア諸国で最大規模の約 1億 5千万人と

なっている。かつては、経済は天然資源等の一次産品の輸出に大きく依存していたが、2021

年では輸出額に占める鉱物性生産品や動物性・植物性油脂等の割合はいずれも 5％未満と

なっている。また、1990 年代後半のアジア通貨危機の際にはほとんど影響は受けなかったも

のの、その後、高い経済成長は達成できず、2010 年代の実質GDP成長率は 1～3％にとど

まっている。

Ｃ．インドの名目GDP（米ドルベース）は、2021 年では世界 10位以内に入っているものの、中

国と比較すると、 4分の 1に満たない規模となっている。また、2020 年時点でみると、イン

ドの経済付加価値全体に占めるサービス業の比率は製造業のそれよりも大きく、就業者数につ

いてもサービス業に従事する者の比率が製造業のそれよりも大きい。

Ｄ．インド経済における産業別付加価値比率の推移をみると、1970 年代以降、農林水産業の比

率が低下している一方、製造業の比率はほぼ一貫して上昇しており、2020 年には 35％を超

えている。また、経常収支についてみると、2010 年頃までは毎年、慢性的な赤字となってい

たものの、それ以降は貿易収支が黒字に転じたことを主因として、2021 年まで黒字の状態が

続いている。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ、Ｄ

3．Ｂ、Ｄ

4．Ｃ

5．Ｃ、Ｄ
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【No. 27】 ある観光地のアイスクリームの売上数は、天気（「晴れ」又は「晴れ以外」）と人出（「多い」

又は「少ない」）によって以下の表のようになっている。

天気

晴れ 晴れ以外

人出
多い 500 300

少ない 200 100

また、この観光地の天気と人出の組合せの割合は以下の表のようになっている。

天気

晴れ 晴れ以外

人出
多い 0.4 0.1

少ない 0.2 0.3

このとき、天気が「晴れ」という条件の下での売上数の期待値として最も妥当なのはどれか。

1． 240

2． 280

3． 320

4． 360

5． 400
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【No. 28】 二つの確率変数 X1、X2 は、平均が n、分散が v2 である同一の確率分布にそれぞれ独

立に従っているとする。ここで、X と Zは以下のように表される。

X X X
2

1
1 2= +] g

Z X X X X
2

1

2

1
1 2

22= - + -_ _i i
このとき、Zの期待値として最も妥当なのはどれか。

なお、

E X X E X X1
2

1
2n n- = - + -_ _i i7 7A A

E X E X E X X21
2 2

1n n n n= - + - + - -] _ ] _g i g i7 7 7A A A

E X X 01 2n n- - =] ]g g6 @

となることを用いてもよい。

1． 
2

1
n

2． n

3． 
2

1 2v

4． v2

5． 2v2
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【No. 29】 ある銀行では、個人に対する融資を行う前に与信審査を行い、審査結果がＡ（優良）又は

Ｂ（可）と判断されたときのみ融資を行う。過去に与信審査が行われ、融資が行われたケースのうち、

30％は与信審査の結果がＡ、70％はＢとなっていた。また、与信審査の結果がＡであった融資

のうち 10％が返済不能となり、Ｂであった融資のうち 30％が返済不能となっていた。

過去に融資が行われたケースのうち、返済不能となった人が与信審査においてＡと判断された確

率として最も妥当なのはどれか。

1． 1

10

2． 1
8

3．
11

3

4． 1
3

5．
5

2
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【No. 30】 次の単回帰モデルを考える。

Y= a+ bX+ U

ここで、Yは被説明変数、Xは説明変数、a、bは未知のパラメータ、Uは誤差項である。

この単回帰モデルを標本サイズ 15のデータを用いて最小二乗法により推定を行ったところ、次

の結果が得られた。

YY= 2.55- 3.70X　　　決定係数：0.25
 （0.50） （2.00） 括弧内は標準誤差

ただし、YYは Yの予測値である。

この回帰分析に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはどれか。ただし、

推定に用いるデータは同一分布から独立に抽出されたものとし、誤差項 Uは期待値が 0で分散が

均一な正規分布に従うものとする。また、t分布表は以下のとおりである。

＜ t分布表＞

P（t2 tm,a）= aなる tm,aの値
自由度m a= 0.10 a= 0.05 a= 0.025 a= 0.01 a= 0.005
13 1.350 1.771 2.160 2.650 3.012
14 1.345 1.761 2.145 2.624 2.977
15 1.341 1.753 2.131 2.602 2.947
16 1.337 1.746 2.120 2.583 2.921
17 1.333 1.740 2.110 2.567 2.898

Ａ．自由度は 13である。

Ｂ．Xと Yの相関係数は-0.25 である。

Ｃ．帰無仮説 H0 : b= 0、対立仮説 H1 : b1 0 の片側検定において、帰無仮説は有意水準 5％

で棄却される。

Ｄ．帰無仮説 H0 : b= 0、対立仮説 H1 : b! 0 の両側検定において、帰無仮説は有意水準 5％

で棄却される。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ

3．Ａ、Ｄ

4．Ｂ、Ｃ

5．Ｂ、Ｄ

0 tm,a

a

自由度mの t分布
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【No. 31】 ウイルス感染症のまん延が企業の売上げに与える影響を緩和させるため、企業の ICT

環境整備への補助金制度の導入について考える。この補助金が有効であるかを調べるために、補助

金制度の導入前後の売上データを用いて、以下の重回帰モデルを考える。

Yit= a+ bTi+ cAt+ dTi At+ Uit

ここで、Yitは企業 iの時点 tにおける売上げ（単位は万円）、Tiは企業 iが補助金制度導入後に補

助金受給の対象となっていれば 1、そうでなければ 0となるダミー変数、Atは時点 tが補助金制

度導入前であれば 0、導入後であれば 1となるダミー変数、a、b、c、dは未知のパラメータであ

る。また、Uitは誤差項であり、期待値が 0で分散が均一な分布に従うものとする。

いま、規模がほぼ同じ企業 100 社を対象として、無作為に選ばれた 50社に対して補助金を給

付し、補助金を受給した企業 50社と補助金を受給しなかった企業 50社それぞれの補助金制度の

導入前の時点と導入後の時点の売上データを用いて重回帰モデルを推定したところ、次の結果が得

られた。

Yit
Y = 432+ 8Ti- 118At+ 42Ti At

ただし、Yit
Y は Yitの予測値である。

この回帰分析に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを全て挙げているのはどれか。

Ａ．補助金制度導入前の全企業 100 社の売上げの平均値は 432 万円である。

Ｂ．補助金を受給した企業 50社の補助金制度導入後の売上げの平均値は、導入前と比べて 42

万円増加した。

Ｃ．補助金を受給しなかった企業 50社の補助金制度導入後の売上げの平均値は、導入前と比べ

て 118 万円減少した。

Ｄ．補助金を受給した企業 50社の補助金制度導入後の売上げの平均値は 364 万円である。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｄ

3．Ｂ、Ｃ

4．Ｂ、Ｃ、Ｄ

5．Ｃ、Ｄ
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これ以下は選択問題です。

No. 32～No. 46の 15 題から任意の 9題を選択して解答してください。

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。
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【No. 32】 1930～1950 年代の我が国の経済に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．1930 年代後半、近衛文麿内閣は国家総動員体制の下、社会経済を統制管理する中枢機関とし

て経済企画庁を設置するとともに国家総動員法を制定した。国家総動員体制では全産業が統制の

対象となったものの、労働力に対する統制は行われなかった。また、金融面では軍事費の拡大に

対応するため、日本銀行による赤字国債の引受けが初めて実施された。

2．1930 年代末、日中戦争が長期化する中、国民の消費が大幅に低下し、深刻なデフレーション

が国内で進行したため、政府は強力な物資の価格統制を行い、物価の下落を防ごうとした。その

後、第二次世界大戦末期の 1945 年に入ると、大都市を中心に米、砂糖、小麦粉等の生活物資の

不足が深刻となったため、政府により配給制度が初めて実施されるに至った。

3．第二次世界大戦後の 1940 年代半ばに、経済再建の総合的な政策を強力に推進する目的の下、

企画院が設置され、資材を石油部門と鉄鋼部門に集中的に注ぎ込む、いわゆる「傾斜生産方式」が

実施された。しかし、傾斜生産方式においては、生産を資金面からバックアップする中核的な金

融機関が存在しないという問題点も指摘されていた。

4．1940 年代末から実施されたドッジ・ラインと呼ばれる一連の経済安定政策においては、緊縮

財政による総需要抑制策が行われたほか、 1ドル=360 円の単一為替レートが設定された。

ドッジ・ラインの実施により急激なインフレーションは収束していったが、我が国経済は深刻な

不況に陥った。

5．1950 年代初頭、朝鮮戦争によって我が国の輸出は、繊維品、金属などを中心に急速に拡大し、

これにより、第二次世界大戦後の初めての持続的な好景気である神武景気が訪れた。その後、

1950 年代半ばには神武景気の反動により大手証券会社が経営難に陥ったため、緊急対策として

日本銀行による特別融資が実施された。
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【No. 33】 20 世紀前半の経済史に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．第一次世界大戦に連合国側で参戦していたアメリカ合衆国は、大戦前から債権国であったが、

大戦中に巨額の貸付けを行ったことで債権国としての国際的地位が向上した。また、1920 年代

には、大量生産・大量消費に特徴付けられる豊かな社会を実現した結果、世界の金の約 20％を

保有するとともに、工業生産は世界全体の約 15％の割合を占めた。

2．第一次世界大戦後のドイツでは、空前のデフレーションが進行したが、シュトレーゼマン内閣

は新紙幣を発行したことでこれを収束させた。また、フランスから提示されたドーズ案によって、

賠償金の支払総額が大幅に減額されたことで、経済は一時的に安定した。

3．ロシア革命後、ソヴィエト政府は、内戦と干渉戦争を乗り切るために戦時共産主義を実施して

いたが、これに農民が強く反発した。そこで、1921 年から新経済政策（ネップ）を導入し、農民

に余剰穀物の自由販売を認め、また、商品作物の生産や販売も許容するなどして、資本主義の要

素をある程度復活させ、国内を安定させた。

4．世界恐慌に際して、アメリカ合衆国の F．ローズヴェルト大統領は、ニューディールと呼ばれ

る一連の政策を実施した。この政策では、全国産業復興法（NIRA）によって生産と価格に関する

産業協定の締結を禁止し、農業調整法（AAA）によって農産物市場への直接介入による価格引下

げを図るとともに、ワグナー法に代えて制定されたタフト・ハートレー法によって、労働組合の

活動を規制した。

5．世界恐慌に際して、イギリスでは挙国一致内閣が組織され、歳出の増加や金本位制の復活、保

護関税の導入が実施された。さらに、1932 年にはオタワ連邦会議を開き、連邦内で排他的な特

恵関税制度を打ち立て、ポンド・ブロックを結成した。また、フランスもアメリカ合衆国やイギ

リスの保護関税に対抗して自国の植民地を囲い込み、スターリング・ブロックを結成した。
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【No. 34】 中国の経済に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．実質GDP成長率についてみると、2022 年 4‒6 月期は上海の都市封鎖の影響等により、前年

同期比で 1％を下回るプラスにとどまり、特に、GDPの過半を占める最終消費の寄与が前年同

期比でマイナスとなった。また、2022 年を通してみると、当該成長率は前年比で 5％を下回

るプラスにとどまり、政府目標を下回った。

2．工業生産についてみると、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した影響等により、2022

年は前年比で 5％を超えるマイナスとなった。また、工業生産のうち、自動車についてみると、

中古車市場を含む自動車消費の抑制策により、2022 年は前年比でマイナスとなった。

3．固定資産投資のうち、不動産開発投資についてみると、「三つのレッドライン」と呼ばれる住宅

購入者に対する規制が導入された影響等により不動産市況が悪化したため、2021 年は前年比で

10％を超えるマイナスとなった。このような状況の中で、政府が金融緩和等を行ったため、

2022 年は前年比でプラスとなった。

4．輸入（ドルベース）についてみると、内需の鈍化や商品価格の下落等により、2022 年は前年比

で 10％を超えるマイナスとなった。また、ロシアからの輸入についてみると、2021 年は前年

比で 40％を超えるプラスであったが、同国のウクライナ侵攻の影響により、2022 年は前年比

でマイナスとなった。

5．都市部調査失業率についてみると、防疫措置が緩和された影響等により、2022 年平均は前年

平均から下降し、10％程度となった。また、この失業率を若年層（16‒24 歳）についてみると、

新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した 2020 年をピークに年平均は下降し、2022 年平均

は 5％未満となった。
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【No. 35】 Ａ国とＢ国の 2国からなる相互貿易モデルを考える。Ａ国の企業である企業ＡとＢ国

の企業である企業Ｂは、Ａ国市場とＢ国市場の両方で、ある同質的な財を供給している。各国の市

場は対称的で、逆需要関数は

pk= 30- Qk　　　（k= A，B）

であるとする。ここで、pkは k国市場における価格、Qkは k国市場における総供給量を表す。生

産費用及び輸送費用はゼロとする。また、企業ＢによるＡ国市場での財の供給に対しては、供給量 

1 単位当たり 6の関税がＡ国政府によって課されており、同様に、企業ＡによるＢ国市場での財

の供給に対しては、供給量 1単位当たり 6の関税がＢ国政府によって課されているとする。ただ

し、各国の市場ではクールノー競争が行われるものとする。

このとき、Ａ国の総余剰（Ａ国市場の消費者余剰+Ａ国市場における企業Ａの利潤+Ｂ国市場に

おける企業Ａの利潤+Ａ国政府の関税収入）の値として最も妥当なのはどれか。

1． 144

2． 162

3． 306

4． 342

5． 378
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【No. 36】 日本の名目利子率を 0.01（= 1 ％）、アメリカ合衆国の名目利子率を 0.02（= 2 ％）と

する。ただし、利子率は年率である。また、現在における為替レートを 1ドル= e円、 1年後の

為替レートに関する期待値、すなわち期待為替レートを 1ドル=100 円とする。ただし、為替

レートの値は金利平価の式を満たすとする。

このとき、現在の為替レート eの値として最も妥当なのはどれか。なお、小数になる場合は、小

数第一位を四捨五入するものとする。

1．  98

2．  99

3． 100

4． 101

5． 102
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【No. 37】 為替相場制度及びマクロ経済政策に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみを全て

挙げているのはどれか。

Ａ．固定相場制の下で、ある国が為替レートを平価と呼ばれる一定の水準にいったん固定してし

まうと、その平価の水準において外国通貨に対する需給が超過供給あるいは超過需要の状態に

あったとしても、その国の政府が為替介入を行うことは制度的に許されない。

Ｂ．変動相場制の下で米国と我が国を考えた場合、米国でインフレが生じたとしても、変動相場

制の隔離効果の考えによれば、米国でのインフレ分だけ円が減価することにより、米国のイン

フレは我が国に波及せず、米国の商品の価格の高騰は円の減価で打ち消される。

Ｃ．ドルと円について考えると、我が国の為替介入は、自国通貨である円の売買を伴うので市場

で流通する貨幣量に影響を及ぼすが、為替介入と同時に国債の売買を行うなどして貨幣量の変

化を打ち消す金融政策を行うことがあり、これは不胎化政策と呼ばれる。

Ｄ．国際金融のトリレンマの考えに基づくと、変動相場制の下では、独立した金融政策と国際資

本移動の自由化は両立できず、独立した金融政策を実施するためには国際資本移動の自由化は

放棄しなければならない。

1．Ａ、Ｂ

2．Ａ、Ｃ

3．Ｂ、Ｄ

4．Ｃ

5．Ｄ
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【No. 38】 経営戦略に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．市場細分化（セグメンテーション）とは、製品ライフサイクルの各段階で想定される中心的な顧

客の特性に基づいて、製品市場を分解することである。市場細分化は、顧客個人の心理面や行動

面の特性を基準として行われるため、消費財のみを対象としており、企業が顧客となる産業財で

は適用できない。

2．伊丹敬之は、技術開発力やブランド、顧客の信頼などの「見えざる資産」が、ヒト、モノ、カネ

という目に見える経営資源とは異なる特性を持つことに着目した。伊丹によると、現在の戦略か

ら生み出される見えざる資産を将来の戦略が使うというダイナミックシナジーが、長期的な企業

成長を達成する上で重要な役割を果たす。

3．M．ポーターは、分析対象とする業界の潜在的な収益性を左右する五つの要因を中心とする分

析枠組みとして、SWOT分析を提唱した。この分析枠組みの五つの要因とは、既存企業間の対

抗度、代替品の脅威、補完品の脅威、「規模の経済」の脅威、「範囲の経済」の脅威である。

4．M．ポーターは、企業の基本戦略（generic strategy）として、コストリーダーシップ、市場浸

透、製品開発、多角化の四つを挙げた。これらの基本戦略における競争優位の源泉としては、コ

ストリーダーシップでは経験効果に基づく低コストが、市場浸透では差別化が、製品開発では技

術的能力が、多角化ではシナジーが、それぞれ想定されている。

5．A．ブランデンバーガーとB．ネイルバフは、競争戦略の分析枠組みとして「付加価値ネット

ワーク（Value-Added Network）」を提唱した。この分析枠組みでは、企業の付加価値を左右す

る要因として、既存の競合企業、新規参入企業、供給業者、顧客、代替品、政府機関の六つが想

定されている。
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【No. 39】 経営組織に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．リーダーシップの特性理論の一つである SL（Situational Leadership）理論では、その人が生

まれ育った状況によって、リーダーとしての資質を獲得できるかどうかが変わると考える。SL

理論では、配慮と構造づくりの二次元でリーダーの行動を捉えて、配慮と構造づくりの双方が高

い場合に、優れたリーダーシップが発揮されると考えられている。

2．組織の変革に主眼を置いたリーダーシップは、リーダーとフォロワーの間の交換関係に基づく

交換型リーダーシップと対比して、変革型リーダーシップと呼ばれる。変革型リーダーの行動の

特徴としては、魅力的な将来のビジョンを示すことや、組織を取り巻く環境を探査して変革の理

由付けをすること、実験的な試みを促すことなどが挙げられる。

3．F．フィードラーは、組織のコンティンジェンシー理論を提唱し、組織を取り巻く環境によっ

て、有効な組織構造は異なり、その外部環境と組織構造の間の適合性がリーダーシップに影響を

与えるとした。フィードラーによると、リーダーシップに最も大きな影響を与える要因は、外部

環境からの情報処理負荷である。

4．F．ハーズバーグの 2要因理論では、仕事に関するモチベーションについて、モチベーション

を高める「動機付け要因」と、逆にモチベーションを下げる「反動機付け要因」の二つの要因から考

察を加える。この 2要因理論において、動機付け要因としては、給与や職場環境などが想定さ

れている。

5．D．マクレランドは、仕事に関わる欲求として、親和欲求、尊厳欲求、達成欲求、自己実現欲

求の四つを想定した。これら四つの欲求は自己実現欲求を頂点とする階層を構成しており、低位

の欲求が一定程度満たされると、上位の欲求を求めるようになると、マクレランドは考えた。
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【No. 40】 意思決定に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。

1．埋没費用（sunk cost）とは、例えば減価償却費のように、現時点で現金の支出は伴わないもの

の、事業の運営に伴って一定の期間にわたり発生するものとして算出される費用である。埋没費

用は計算上の費用であるために見えにくいものの、将来の意思決定を合理的に行う上では可能な

限りその額を考慮すべきだとされる。

2．一般に、集団は個人と比べて、異なる視点や多様な知識・情報を用いることができると考えら

れる。しかし、I．ジャニスは、集団であるがゆえに、かえって誤った意思決定が行われることが

あることを指摘し、そのような現象を「グループシンク（集団浅慮）」と呼んだ。グループシンクに

陥りやすい集団の特性としては、凝集性が高いことや、外部から隔絶されていることなどが挙げ

られる。

3．H．サイモンは、長年の慣習や組織文化などによって組織内部の意思決定プロセスがゆがめら

れ、合理的な意思決定が限定的にしか行われない現象を、「限定合理性（bounded rationality）」

と呼んだ。このような現象は組織的な意思決定で生じることから、限定合理性の考え方は個人に

おける意思決定には当てはまらない。

4．プロスペクト理論によると、楽観的な人と悲観的な人では、同じ状況でも捉え方が異なり、意

思決定におけるリスク志向性が変わる傾向があるとされる。この理論では、期待値が同じ二つの

選択肢がある場合、楽観的な人はリスクを利得として認識して、リスク志向的な意思決定を行う

傾向にあるのに対して、悲観的な人はリスクを損失として認識して、リスク回避的な意思決定を

行う傾向があると考えられている。

5．確証バイアス（confirmation bias）とは、自分が抱いている仮説が正しいかどうかを確認する

ために、過剰な労力をかけてしまう一連の行動である。確証バイアスが生じている場合には、必

要な情報を広く探索しようとするために、誤った仮説や先入観が修正される可能性が高くなる一

方で、意思決定にかかる費用が大きくなったり、意思決定に至る時間が長くなったりするといっ

た問題がある。
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【No. 41】 憲法第 13条に関するア～エの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみを挙げてい

るのはどれか。

ア．氏名は、社会的にみれば、個人を他人から識別し特定する機能を有するものであるが、同時

に、その個人からみれば、人が個人として尊重される基礎であり、その個人の人格の象徴で

あって、人格権の一内容を構成するものというべきである。一方で、婚姻の際に「氏の変更を

強制されない自由」は、憲法上の権利として保障される人格権の一内容であるとはいえない。

イ．患者が、輸血を受けることは自己の宗教上の信念に反するとして、輸血を伴う医療行為を拒

否するとの明確な意思を有している場合、輸血への不同意権は自己決定権に由来する権利とし

て認められるものであるが、担当医師が、当該患者の意思を知り、輸血を伴う医療行為を行う

可能性を認識しながら、当該患者にその説明をしなかったとしても、ほかに救命手段がない事

態に至って輸血したときは、当該患者の自己決定権を侵害したとまではいえず、当該医師は、

損害賠償責任を負わない。

ウ．個人の生命・身体の安全、精神的自由は、人間の存在に最も基本的な事柄であって、法律上

絶対的に保護されるべきものであることは疑いがなく、また、人間として生存する以上、平穏、

自由で人間たる尊厳にふさわしい生活を営むことも、最大限度尊重されるべきものであって、

憲法第 13条はその趣旨に立脚するものである。自然環境との関係で、このような人格的価値

に関わる権利の総体を環境権ということができ、このような環境権は何人もみだりにこれを侵

害することは許されず、その侵害に対してはこれを排除する権能が認められなければならない。

エ．酒税法の規定は、自己消費を目的とする酒類製造であっても、これを放任するときは酒税収

入の減少など酒税の徴収確保に支障を生じる事態が予想されるところから、国の重要な財政収

入である酒税の徴収を確保するため、製造目的のいかんを問わず、酒類製造を一律に免許の対

象とした上、免許を受けないで酒類を製造した者を処罰することとしたものであり、これによ

り自己消費目的の酒類製造の自由が制約されるとしても、そのような規制が立法府の裁量権を

逸脱し、著しく不合理であることが明白であるとはいえず、憲法第 13条に違反するものでは

ない。

1．ア、イ

2．ア、ウ

3．ア、エ

4．イ、ウ

5．イ、エ
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【No. 42】 思想及び良心の自由に関するア～エの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみを全

て挙げているのはどれか。

ア．医療法人に対し、誓約書という題の下に、「当社団が行った次の行為は、Ｘ県地方労働委員

会により不当労働行為と認定されました。当社団は、ここに深く反省するとともに今後、再び

かかる行為を繰り返さないことを誓約します。」との文言を墨書した掲示板を当該法人経営の病

院入口に掲示するよう命じたポストノーティス命令は、当該法人に対し反省等の意思表明を強

制するものではなく、憲法第 19条に違反しない。

イ．企業内においても労働者の思想、信条等の精神的自由は十分尊重されるべきであるから、企

業が、企業秘密の漏えいに絡んだ調査活動の一環として、職員に特定の政党の党員であるか否

かを尋ね、かつ、党員でない旨を書面で提出するよう求めることは、書面提出の要求が強要や

不利益の示唆にわたるものではなかったとしても、調査方法として不相当な面があるといわざ

るを得ず、社会的に許容し得る限界を超えて職員の精神的自由を侵害した違法行為であり、憲

法第 19条に違反する。

ウ．公立高等学校の校長が教諭に対し卒業式における国歌斉唱の際に国旗に向かって起立し国歌

を斉唱することを命じた職務命令について、かかる起立斉唱行為は、学校の儀式的行事におけ

る慣例上の儀礼的な所作としての性質を有するものではあるが、当該起立斉唱行為を求められ

ることが当該教諭個人の歴史観ないし世界観に由来する行動（敬意の表明の拒否）と異なる外部

的行為（敬意の表明の要素を含む行為）を求められることとなる場合には、当該教諭の思想及び

良心の自由を制約するものであり、当該起立斉唱行為を命じた職務命令は憲法第 19条に違反

する。

エ．「他人の名誉を毀損した者に対して被害者の名誉を回復するに適当な処分」として謝罪広告を

新聞紙等に掲載すべきことを加害者に命ずる判決は、その広告の内容が単に事態の真相を告白

し陳謝の意を表明するにとどまる程度のものにあっては、加害者の有する倫理的な意思、良心

の自由を侵害するものではなく、これを強制執行することも許される。

1．ア、イ

2．ア、エ

3．イ、ウ

4．ウ、エ

5．ア、イ、エ
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【No. 43】 内閣に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはどれか。

ア．ある法律が閣議において全員一致で違憲と議決された場合、直ちに当該法律の執行を停止す

ることができると一般に解されているが、これは、憲法第 99条が憲法尊重擁護義務を定めて

いることを根拠としている。

イ．憲法第 66条第 3項は、「内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負

ふ。」と定めており、ここにいう「責任」とは、憲法第 69条による総辞職の場合も含め、全て法

的責任であると一般に解されている。

ウ．内閣が条約を締結するには、事前又は事後に、国会の承認を経なければならない。条約とは、

当事国に一定の権利義務関係を設定することを目的とした、国家間の文書による約束を意味す

るが、条約の委任に基づき具体的問題についてなされる取り決めも国会の承認が必要であると

一般に解されている。

エ．内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決により指名され、これに基づいて天皇が任命

する。また、国務大臣は、内閣総理大臣により任命され、天皇により認証される。

オ．内閣総理大臣は、内閣を統率し、行政各部を統轄調整する地位にあり、内閣の明示の意思に

反しない限り、行政各部に対し、随時、その所掌事務について一定の方向で処理するよう指導、

助言等の指示を与える権限を有するとするのが判例である。

1．ア、イ

2．イ、オ

3．ウ、エ

4．ウ、オ

5．エ、オ
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【No. 44】 権利能力・行為能力に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはど

れか。ただし、争いのあるものは判例の見解による。

ア．未成年者Ａは、法定代理人Ｂの同意を得ずに、自己が未成年であることを黙秘して、Ｃから

100 万円を借り受けた。この場合において、Ａの他の言動などと相まって、Ｃが、Ａは未成

年者ではないとの誤信を強めたとしても、Ａが詐術を用いたとされる余地はなく、Ａは 100

万円の借受けを取り消すことができる。

イ．被保佐人Ａは、保佐人Ｂに対し、自己の所有する甲土地をＣに譲渡することについての同意

を求めたが、Ｂの同意を得ることができなかった。甲土地の譲渡がＡの利益を害するおそれの

ないものである場合、家庭裁判所は、譲受人Ｃの請求により、Ｂの同意に代わる許可を付与す

ることができる。

ウ．胎児Ａの父Ｂは、Ａが出生する 2日前に、Ｃが起こした交通事故により死亡した。この場

合、Ａは、その出生後、Ｃに対し不法行為に基づく損害賠償請求をすることはできない。

エ．未成年者Ａは、法定代理人Ｂの同意を得ずに、自己の所有する甲土地をＣに譲渡した。この

場合、ＡはＢの同意を得なくともＡＣ間の甲土地の譲渡を取り消すことができる。

オ．被保佐人Ａは、保佐人Ｂの同意を得ずに、自己の所有する甲土地をＣに売却する契約をＣと

の間で締結した。その後、Ａが能力を回復し、保佐開始の審判が取り消された上で、Ａは当該

契約に基づいて甲土地をＣに引き渡した。この場合、Ａは当該契約を取り消すことができない。

1．ア、ウ

2．ア、エ

3．イ、エ

4．イ、オ

5．エ、オ

（参考）　民法

（制限行為能力者の詐術）

第 21条　制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたときは、その行

為を取り消すことができない。
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【No. 45】 即時取得に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみを挙げているのはどれか。ただ

し、争いのあるものは判例の見解による。

ア．Ａの所有する土木機械をＢが盗み、その後、当該土木機械が盗品であることについて善意無

過失のＣが中古土木機械の販売業を営むＤから当該土木機械を購入したが、盗難から 1年半

後にＣはＡから当該土木機械の返還請求を受けた。この場合において、Ｃは、Ａから代価の弁

償を受けるまでは当該土木機械の引渡しを拒否することができるが、当該土木機械を使用収益

することはできない。

イ．Ａは、ＢがＣから預かっていた発電機を、Ｂが所有者であると過失なく信じて購入したが、

持ち帰ることができなかったため、Ｂに一時的に保管を依頼し、Ｂは以後Ａのために当該発電

機を占有する意思を表明した。この場合において、善意無過失の判断基準時を占有取得時とす

る見解によれば、Ａが、当該発電機の現実の引渡しを受ける前に、Ｂがその所有者でないこと

を知ったときは、その後にＢから当該発電機の現実の引渡しを受けたとしても、Ａが即時取得

により当該発電機の所有権を取得することはできない。

ウ．Ａは、道路運送車両法による登録を抹消された自動車をＢから預かっていた。Ａは、Ｃから

金銭の貸付けを受ける際、当該自動車をＣに質入れし、Ｃは、Ａが当該自動車の所有者である

と過失なく信じて、現実の引渡しを受けた。この場合、Ｃは即時取得により当該自動車の質権

を取得する。

エ．Ａは、Ｂから代理権を授与された事実はないのに、Ｂの代理人と偽ってＢ所有のデジタルカ

メラをＣに売却した。Ｃは、Ａに代理権があると過失なく信じて、Ａから当該デジタルカメラ

の現実の引渡しを受けた。この場合、Ｃは即時取得により当該デジタルカメラの所有権を取得

する。

オ．Ａは、Ｂから腕時計を預かって保管していた。その後、Ａが死亡し、Ａの唯一の相続人Ｃは、

Ａが当該腕時計の所有者であると過失なく信じて、現実に当該腕時計の占有を始めた。この場

合、Ｃは即時取得により当該腕時計の所有権を取得する。

1．ア、ウ

2．ア、オ

3．イ、ウ

4．イ、エ

5．エ、オ
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【No. 46】 民法上の契約の成立に関するア～エの記述のうち、妥当なもののみを全て挙げているの

はどれか。

ア．契約は、承諾の意思表示が相手方に到達した時に初めて成立するので、承諾の意思表示が発

信され、到達する前に承諾をした者が死亡した場合には、その契約は成立しない。

イ．契約の申込みに対し、相手方が申込みの内容に条件を付して承諾をしたときは、申込者が遅

滞なくその条件に異議を申し立てない限り、その条件を付した承諾の内容どおりに契約が成立

したものとみなされる。

ウ．事業のために負担した貸金債務を主たる債務とする保証契約で、保証人が個人であるものは、

原則として、その契約の締結に先立ち、その締結日前 1か月以内に作成された公正証書で保

証人になろうとする者が保証債務を履行する意思を表示していなければ、無効である。

エ．承諾の期間を定めないでした申込みは、原則として、相手方の承諾が到達するまでは、いつ

でも撤回することができる。

1．ア

2．イ

3．ウ

4．ア、エ

5．イ、エ
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1 ２ 21 ３ 41 ３
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13 ３ 33 ３

14 ５ 34 １

15 ２ 35 ５
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17 ２ 37 ４

18 １ 38 ２

19 ４ 39 ２

20 ５ 40 ２
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